
松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例施行規則

（趣旨）

第 1 条 この規則は、松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例（令和

7 年松江市条例第 43 号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第 2 条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。

（事前協議）

第 3 条 事業者は、条例第 9 条第 1 項の規定による協議を行うときは、発電事業計画事前協議

書（様式第 1 号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

⑴ 事業者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書）

⑵ 事業区域及び隣接する土地に係る土地所有者等一覧表

⑶ 事業区域の土地に係る登記事項証明書

⑷ 事業区域及び隣接する土地に係る公図の写し

⑸ 事業区域の位置図

⑹ 事業区域の現況平面図及び断面図

⑺ 土地利用計画平面図

⑻ 造成計画平面図及び断面図

⑼ 排水計画平面図、断面図及び雨水排水(浸透)計算書

⑽ 擁壁の構造図（擁壁を設置するときに限る。）

⑾ 発電設備及び工作物の構造図

⑿ 現況写真

⒀ 維持管理に係る計画書

⒁ 資金計画書

⒂ 事業計画に関する説明会等の実施計画を明らかにする書類

⒃ 近隣区域の範囲が分かる書類

⒄ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

2 条例第 9 条第 3 項の通知は、発電事業計画事前協議終了通知書（様式第 2 号）によるもの

とする。

（地域住民等への説明）

第 4 条 事業者は、条例第 10 条第 1 項に規定する説明会において、次の各号に掲げる事項を



説明しなければならない。

⑴ 発電事業の計画の内容に関すること。

⑵ 発電設備の設置工事に関すること。

⑶ 工事着手予定日及び工事完了予定日

⑷ 事故及び災害の防止並びに自然環境、生活環境、景観その他地域環境の保全に関するこ

と。

⑸ 発電設備を運転開始した後の維持管理の計画に関すること。

⑹ 事故又は災害が発生した場合の対応に関すること。

⑺ 発電設備の撤去及び廃棄に関すること。

2 条例第 10 条第 1 項ただし書の規定により説明会を実施する必要がないと市長が特に認め

るときは、次の各号のいずれにも該当するときをいう。

⑴ 小規模発電事業であるとき

⑵ 事業区域が次に掲げる区域を含まないとき

ア 森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10 条の 2 第 1 項の開発行為の許可が必要な区域

イ 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 12 条第 1 項及び第 30 条

第 1 項の許可が必要な区域並びに宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和 4 年法

律第 55 号）附則第 2 条第 2 項の規定によりなお従前の例によることとされた同法によ

る改正前の宅地造成等規制法第 8 条第 1 項本文の許可が必要な区域

ウ 土砂災害特別警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年

法律第 57 号）第 7 条第 1 項により指定された土砂災害警戒区域その他急傾斜地の崩壊

等が発生するおそれがある区域

⑶ 事業区域の敷地境界線からの水平距離 100 メートル以内に同一の事業者が実施する発電

事業の実施場所がある場合で、発電出力の合計値が小規模発電事業を超えないとき

3 事業者は、条例第 10 条第 1 項ただし書の規定により説明会の実施に代えて文書の交付そ

の他の方法による周知を実施するときは、第 1 項各号に掲げる事項を周知するものとする。

4 条例第 10 条第 1 項に規定する報告は、説明会等開催報告書（様式第 3 号）によらなければ

ならない。

（要配慮施設関係者）

第 5 条 条例第 11 条第 1 項に規定する規則で定める者は、別表の左欄に掲げる要配慮施設の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める者とする。

（要配慮施設関係者への説明）

第 6 条 事業者は、条例第 11 条第 1 項に規定する説明会等において、第 4 条第 1 項各号に掲



げる事項を説明又は周知するものとする。

2 条例第 11 条第 1 項に規定する報告については、第 4 条第 4 項の規定を準用する。

（発電設備の設置許可）

第 7 条 発電設備を設置しようとする事業者は、条例第 14 条第 1 項の規定による申請を行う

ときは、発電設備設置許可申請書（様式第 4 号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に

提出しなければならない。

⑴ 第 3 条第 1 項第 1 号から第 14 号までに掲げる書類

⑵ 条例第 13 条に規定する同意を証する書類の写し又は同意者の一覧表

⑶ 事業区域の土地の使用権原を有することを証する書類（土地所有者が事業者の場合を除

く。）

⑷ 発電事業計画事前協議終了通知書の写し

2 市長は、条例第 14 条第 1 項に規定する許可をするときは、発電設備設置許可書（様式第 5

号）により通知するものとする。

（設置許可の基準）

第 8 条 条例第 14 条第 2 項第 3 号の自然環境を著しく害するおそれがないものとして規則で

定める基準は、次のとおりとする。

⑴ 事業区域において実施しようとする樹木の伐採が、発電設備を設置しようとする上で必

要最小限であること。

⑵ 国内希少野生動植物種その他の重要な野生動植物の生息又は生育に対し、支障を生じる

ことのないよう配慮していること。

2 条例第 14 条第 2 項第 4 号の景観を阻害するおそれがないものとして規則で定める基準は、

松江市景観計画で定める基準とする。

3 条例第 14 条第 2 項第 5 号の反射光、騒音等による近隣住民等の生活環境への被害を防止

するための措置その他地域住民等の生活環境を保全するための措置が適合していなければな

らない基準は、次のとおりとする。

⑴ 工事、資材の運搬等に伴う騒音及び振動を防止するための措置を講ずること。

⑵ パワーコンディショナー及び変電設備を設置するときは、騒音にかかる環境基準に配慮

し、必要に応じ、防音壁の設置その他のパワーコンディショナー、変電設備から生じる騒

音、低周波音等を軽減するための措置を講ずること。

⑶ 発電設備を適切に運用するための保守点検及び維持管理に係る必要な手法及び体制が整

備されていること。

⑷ 太陽光発電設備を設置する場合は、太陽光パネルの設置角度の調整、低反射パネルの使



用、植栽等により、近接する住宅、道路等に対し太陽光の反射を軽減する措置を講ずるこ

と。

⑸ 風力発電設備を設置する場合は、事業区域が住宅等に近接しているときには、風力発電

設備の羽根の回転に伴って地上に明暗が生じる現象を含めた日影対策のための措置を講ず

ること。

⑹ 発電設備の搬入及び設置を行う時間、期間等が、近隣住民等の生活環境へ与える影響が

最小限となるものであること。

4 条例第 14 条第 2 項第 6 号の防災上必要な措置が適合していなければならない基準は、次

のとおりとする。

⑴ 事業区域の勾配が 30 度以下であること。ただし、地盤調査等により、その安全性が確認

される場合はこの限りでない。

⑵ 設置工事が、気象、地形、地質等の自然条件、周辺環境等を考慮し、適切な工事時期、

工法等によるものであること。

⑶ 事業計画に、発電設備の撤去並びに撤去後に実施する整地、緑化、修景その他の周辺環

境の保全及び防災のために必要な措置が含まれていること。

⑷ 防火対象物から一の消防水利に至る距離が、消防水利の基準（昭和 39 年消防庁告示第 7

号）第 4 条第 1 項又は第 2 項に規定する数値以下であること。

⑸ 太陽光発電設備を設置する場合は、太陽電池モジュールを支持する架台の基礎を、上部

構造が構造上支障のある沈下、浮き上がり、転倒又は横移動を生じないよう、地盤に定着

させること。

⑹ 太陽光発電設備を設置する場合は、太陽電池モジュールを、荷重又は外力によって脱落

又は浮き上がりが生じないよう、構造耐力上安全である架台に取り付けること。

5 条例第 14 条第 2 項第 7 号の造成を行う場合に適合していなければならない基準は、宅地

造成及び特定盛土等規制法の許可対象となる発電事業において、宅地造成及び特定盛土等規

制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号）に定める基準とする。

6 条例第 14 条第 2 項第 8 号の雨水排水施設等が適合していなければならない基準は、次の

とおりとする。

⑴ 排水施設が、事業区域の規模及び地形、発電設備の種類、周辺の状況、降水量等を勘案

し、雨水を有効かつ適切に処理することができるものであること。

⑵ 事業区域内の排水設備が、堅固で耐久性を有するとともに、維持管理が容易な構造であ

ること。

⑶ 事業区域内の排水設備、土砂の流出を防止するための泥溜め又は沈砂池が、適切に配置



されること。

⑷ 法面からの土砂の流出及び濁水の発生を防止するため、法面保護工等必要な措置を講ず

ること。

⑸ 発電設備の設置による排水量の流量増に対して、下水道、排水路、河川その他の排水施

設の放流先の排出能力に応じて、調整池その他の一時雨水等を貯留する施設が設置される

こと。

⑹ 周辺地域の浸水被害を発生させる可能性が明らかに高まる場合は、雨水を一時的に貯留

し、及び雨水の流出を抑制する調整池を設置すること。

⑺ 排水施設の構造が下水道法施行令（昭和 34 年政令第 147 号）第 8 条第 2 号、第 3 号及び

第 8 号から第 10 号までに掲げる基準を満たすものであること。

7 条例第 14 条第 2 項第 9 号の道路、河川、水路その他の公共施設の構造、管理等に支障を来

すおそれがないものとして規則で定める基準は、次のとおりとする。

⑴ 道路及び松江市普通河川道路管理条例（平成 17 年松江市条例第 322 号）第 2 条に規定

する普通河川道路において車両の通行に支障が生じないようにするための措置を講ずるこ

と。

⑵ 大型車両の通行等による既存の道路及び水路の汚損及び破損等を防止する措置を講ずる

こと。

（変更の許可）

第 9 条 条例第 15 条第 1 項の規定による変更の許可の申請は、発電設備変更許可申請書（様

式第 6 号）に、次の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。

⑴ 変更の内容を明らかにする書類

⑵ 条例第 15 条第 2 項において準用する条例第 13 条に規定する同意を証する書類の写し又

は同意者の一覧表

2 市長は、条例第 15 条第 1 項に規定する許可をするときは、発電設備変更許可書（様式第 7

号）により通知するものとする。

3 条例第 15 条第 1 項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次のとおりとする。

⑴ 氏名又は住所（法人にあっては、その名称若しくは代表者の氏名又は主たる事業所の所

在地）の変更

⑵ 事業区域の面積の縮小

⑶ 発電設備の出力の縮小

⑷ 工事の着手予定日又は完了予定日の変更

4 条例第 15 条第 3 項の規定による届出は、発電設備変更届（様式第 8 号）によらなければな



らない。

（標識の設置）

第 10 条 条例第 17 条第 1 項に規定する規則で定める事項は、次のとおりとする。

⑴ 発電事業の名称

⑵ 発電事業区域の位置及び面積

⑶ 発電設備の種別

⑷ 発電設備の出力

⑸ 許可番号及び許可年月日

⑹ 事業者の住所又は所在地、氏名又は名称及び連絡先

⑺ 発電設備の設置年月日及び運転開始年月日

2 条例第 17 条第 1 項に規定する標識は、様式第 9 号とする。

3 許可事業者は、条例第 17 条第 3 項の規定により、標識を設置したときは標識設置届（様式

第 10 号）により、標識の内容を変更したときは標識内容変更届（様式第 11 号）により市長

に届け出なければならない。

（工事着手の届出）

第 11 条 条例第 18 条の規定による届出は、発電設備工事着手届（様式第 12 号）によらなけれ

ばならない。

（工事完了等の届出）

第 12 条 条例第 19 条の規定による届出は、工事を中止したときは発電設備工事中止届（様式

第 13 号）により、工事を再開したときは発電設備工事再開届（様式第 14 号）により、工事

が完了したときは発電設備工事完了届（様式第 15 号）によらなければならない。

（定期報告）

第 13 条 条例第 21 条第 1 項の規定による報告は、発電事業定期報告書（様式第 16 号）によら

なければならない。

（地位の承継）

第 14 条 条例第 22 条第 2 項及び第 3 項の規定による届出は、発電事業承継届出書（様式第 17

号）によらなければならない。

2 条例第 22 条第 4 項及び第 5 項の規定による報告は、第 4 条第 4 項の規定の例による。

（事業の廃止）

第 15 条 条例第 23 条第 1 項の規定による届出は、発電事業廃止届（様式第 18 号）によらなけ

ればならない。

2 条例第 23 条第 2 項の規定による届出は、発電設備撤去・廃棄完了届（様式第 19 号）によ



らなければならない。

（身分証明書）

第 16 条 条例第 25 条第 2 項に規定する証明書は、立入検査等をする職員の携帯する身分を示

す証明書（様式第 20 号）とする。

（雑則）

第 17 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

（施行期日）

1 この規則は、令和 7 年 10 月 1 日から施行する。

（既存設備の届出）

2 条例附則第 4 項の規定による届出は、既存設備届（附則様式）に、次に掲げる書類を添え

て、市長に提出するものとする。

⑴ 事業区域の位置図

⑵ 事業区域の現況平面図

⑶ 維持管理に係る計画書

（既存事業者の標識の設置）

3 条例附則第 5 項に規定する規則で定める事項は、第 10 条第 1 項各号に掲げる事項とし、

条例附則第 5 項に規定する標識は、様式第 9 号とする。



附則様式

既存設備届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、

名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例附則第 4 項の規定

により、次のとおり届け出ます。

記

添付書類

1 事業区域の位置図

2 事業区域の現況平面図

3 維持管理に係る計画書

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

そ の 他 （ ）

設 置 ( 完 了 予 定 ) 年 月 日 年 月 日

運 転 開 始 （ 予 定 ） 年 月 日 年 月 日

廃 止 予 定 年 月 日 年 月 日

保守点検

業 者

住 所 又 は 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

連 絡 先

保 険 加 入 の 有 無
有 ・ 無

保険加入時期（ 年 月）



別表(第 5 条関係)

要配慮施設 要配慮施設の関係者

学校 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学

校、高等学校、中等教育学校及び特別

支援学校

学校設置者を代表する者

園長又は校長

学校の教職員

幼児、児童又は高校 3 年生以下の生徒の

保護者

高等専門学校 学校設置者を代表する者

校長

学校の教職員

3 年生以下の学生の保護者

学生（4 年生以上に限る。）

大学 学校設置者を代表する者

学長

大学の教職員

学生

障害児通所支援事業（児童発達支援、放課後等デ

イサービス、居宅訪問型発達支援及び保育所等

訪問支援）を行う施設

法人の代表者

施設長

施設職員

施設利用者の保護者

児童福祉施設（助産施設、乳児院、母子生活支援

施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚

生施設、障害児入所施設、児童発達支援センタ

ー、児童心理治療施設、児童自立支援施設、児童

家庭支援センター及び里親支援センター）

法人の代表者

施設長

施設職員

施設利用者の保護者

障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入

所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立

訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支

援、自立生活援助及び共同生活援助）を行う事業

所

法人の代表者

事業所の長

事業所職員

サービス利用者及びその家族

サービス利用者の成年後見人等



障害者支援施設 法人の代表者

施設長

施設職員

施設利用者及びその家族

施設利用者の成年後見人等

地域活動支援センター 法人の代表者

施設長

施設職員

施設利用者及びその家族

施設利用者の成年後見人等

病院及び診療所 医療法人の代表者

管理者（院長）

職員

患者及びその家族

助産所 医療法人の代表者

管理者（院長）

職員

妊婦、産婦又はじょく婦及びその家族

老人福祉施設（老人デイサービスセンター、老人

短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホ

ーム、軽費老人ホーム、老人福祉センター及び老

人介護支援センター）

法人の代表者

施設長

施設職員

施設利用者及びその家族

施設利用者の成年後見人等

介護老人保健施設及び介護医療院 法人の代表者

施設長

施設職員

施設利用者及びその家族

施設利用者の成年後見人等

境内建物（本殿、拝殿、本堂、会堂、僧堂、僧院、

信者修行所、社務所、庫裏、教職者、宗務庁、教

務院、教団事務所その他宗教法人の目的のため

代表役員、責任役員、代務者、仮代表役

員及び仮責任役員

職員



に供される建物及び工作物） 氏子又は檀家



様式第 1号（第 3 条関係）

発電事業計画事前協議書

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 9 条第 1 項の規

定により、関係書類を添えて次のとおり協議します。

記

1.発電事業計画の内容

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

そ の 他 （ ）

工 事 着 手 予 定 日 年 月 日

工 事 完 了 予 定 日 年 月 日

発電設備運転開始予定日 年 月 日

事 業 廃 止 予 定 日 年 月 日



要 配 慮 施 設 の 該 当

□ 学校教育法第 1条に規定する学校

□ 児童福祉法第 6条の 2の 2第 1項に規定する障害児

通所支援事業を行う事業所及び同法第7条に規定す

る児童福祉施設

□ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律第5条第1項に規定する障害福祉サー

ビス事業を行う事業所、同条第 11 項に規定する障

害者支援施設及び同条第 27 項に規定する地域活動

支援センター

□ 医療法第1条の 5第 1項に規定する病院及び同条第

2 項に規定する診療所並びに同法第 2 条第 1 項に規

定する助産所

□ 老人福祉法第 5条の 3に規定する老人福祉施設

□ 介護保険法第 8 条第 28 項に規定する介護老人保健

施設及び同条第 29 項に規定する介護医療院

□ 宗教法人が専らその本来の用に供する宗教法人法

第 3 条に規定する境内建物

撤
去
・
廃
止
費
用
の
確
保
状
況

積 立 方 法

□ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特

別措置法の廃棄費用の積立て制度

□ その他（ ）

撤 去 ・ 廃 止 費 用

想 定 額
円

積 立 開 始 時 期 年 月 日

積 立 終 了 時 期 年 月 日

保 険 加 入 の 有 無
有 ・ 無

保険加入予定時期（ 年 月）



2.関係法令の該当状況

項 目
該 当 の

有 無

現 況

（有の場合のみ）
確 認 ・ 手 続 先

国土利用計画法に基づく

土地売買等届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

都市計画法に基づく開発

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

港湾法に基づく港湾区域

内の水域又は港湾隣接地

域における占用許可、臨港

地区内の行為届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

海岸法に基づく海岸保全

区域等内の占用・行為許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

景観法・松江市景観条例に

基づく景観計画区域内の

行為届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

農業振興地域の整備に関

する法律に基づく市町村

の農業振興地域整備計画

の変更手続

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

農地法に基づく農地転用

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

森林法に基づく保安林指

定の解除

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：



森林法に基づく林地開発

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

文化財保護法に基づく埋

蔵文化財包蔵地土木工事

等届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

土壌汚染対策法に基づく

土地の形質変更届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

騒音規制防止法に基づく

特定建設作業実施の届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

振動規制法に基づく特定

建設作業実施の届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

自然公園法・島根県自然公

園条例に基づく特別地

域・特別保護地区内の行為

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

環境影響評価法・条例に係

る環境影響評価手続

(環境影響評価手続におけ

る事業名称：

)

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

宅地造成及び特定盛土等規

制法に基づく宅地造成等工

事規制区域内・特定盛土等

規制区域内の工事許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：



添付書類

1 事業者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書）

2 事業区域及び隣接する土地に係る土地所有者等一覧表

3 事業区域の土地に係る登記事項証明書

4 事業区域及び隣接する土地に係る公図の写し

5 事業区域の位置図

6 事業区域の現況平面図及び断面図

7 土地利用計画平面図

8 造成計画平面図及び断面図

9 排水計画平面図、断面図及び雨水排水(浸透)計算書

10 擁壁の構造図(擁壁を設置するときに限る。)

11 発電設備及び工作物の構造図

12 現況写真

13 維持管理に係る計画書

14 資金計画書

15 事業計画に関する説明会等の実施計画を明らかにする書類

16 近隣区域の範囲が分かる書類

17 その他市長が必要と認める書類

風力発電設備の設置等によ

る電波の伝搬障害を回避し

電波を用いた自衛隊等の円

滑かつ安全な活動を確保す

るための措置に関する法律

に基づく風力発電設備設置

等工事計画届

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

その他の法律・条例に係る

手続

（法令名：

）

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：



様式第 2号（第 3 条関係）

第 号

年 月 日

様

松江市長 氏 名 印

発電事業計画事前協議終了通知書

年 月 日に協議のあった下記の事業計画について協議が終了したので、松江市再

生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 9 条第 3 項の規定により通

知します。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

その他（ ）

特 記 事 項



様式第 3号（第 4 条、第 6 条関係）

説明会等開催報告書

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例

の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

説 明 会 の 開 催 又 は

周 知 の 実 施 日 時
年 月 日 時

説 明 会 の 開 催 又 は

周 知 の 実 施 場 所

出 席 者 の 人 数

（説明会の開催に限る。）
人

出 席 者 又 は 周 知 し た 者

か ら の 意 見

第 10 条第 1 項

第 10 条第 3 項

第 11 条第 1 項



添付書類

1 説明会又は周知の実施で配布した資料

2 説明会又は周知を実施した対象の範囲が分かる書類

3 説明会又は周知の実施状況が分かる写真

4 説明会の出席者名簿の写し（説明会の開催に限る。）

5 説明会の議事録（説明会の開催に限る。）

6 その他市長が必要と認める書類

意 見 に 対 す る 回 答



様式第 4号（第 7 条関係）

発電設備設置許可申請書

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 14 条第 1 項の規

定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。なお、暴力団又は暴力団員若しく

は暴力団員と密接な関係を有するものでないことを誓約します。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 設 置 場 所

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

その他（ ）

事 前 協 議 完 了 年 月 日 年 月 日

工 事 着 手 予 定 日 年 月 日

工 事 完 了 予 定 日 年 月 日



2.関係法令の該当状況

発電設備運転開始予定日 年 月 日

事 業 廃 止 予 定 日 年 月 日

事前協議からの計画変更 有 ・ 無

項 目
該 当 の

有 無

現 況

（有の場合のみ）
確 認 ・ 手 続 先

国土利用計画法に基づく

土地売買等届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

都市計画法に基づく開発

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

港湾法に基づく港湾区域

内の水域又は港湾隣接地

域における占用許可、臨港

地区内の行為届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

海岸法に基づく海岸保全

区域等内の占用・行為許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

景観法・松江市景観条例に

基づく景観計画区域内の

行為届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

農業振興地域の整備に関

する法律に基づく市町村

の農業振興地域整備計画

の変更手続

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：



農地法に基づく農地転用

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

森林法に基づく保安林指

定の解除

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

森林法に基づく林地開発

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

文化財保護法に基づく埋

蔵文化財包蔵地土木工事

等届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

土壌汚染対策法に基づく

土地の形質変更届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

騒音規制防止法に基づく

特定建設作業実施の届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

振動規制法に基づく特定

建設作業実施の届出

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

自然公園法・島根県自然公

園条例に基づく特別地

域・特別保護地区内の行為

許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：



添付資料

1 事業者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明書）

2 事業区域及び隣接する土地に係る土地所有者等一覧表

3 事業区域の土地に係る登記事項証明書

4 事業区域及び隣接する土地に係る公図の写し

5 事業区域の位置図

6 事業区域の現況平面図及び断面図

7 土地利用計画平面図

8 造成計画平面図及び断面図

9 排水計画平面図、断面図及び雨水排水（浸透）計算書

10 擁壁の構造図（擁壁を設置するときに限る。）

11 発電設備及び工作物の構造図

12 現況写真

13 維持管理に係る計画書

14 資金計画書

15 同意を証する書類の写し又は同意者の一覧表

環境影響評価法・条例に係

る環境影響評価手続

(環境影響評価手続におけ

る事業名称：

)

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

宅地造成及び特定盛土等規

制法に基づく宅地造成等工

事規制区域内・特定盛土等

規制区域内の工事許可

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

風力発電設備の設置等によ

る電波の伝搬障害を回避し

電波を用いた自衛隊等の円

滑かつ安全な活動を確保す

るための措置に関する法律

に基づく風力発電設備設置

等工事計画届

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：

その他の法律・条例に係る

手続

（法令名：

）

□ 有

□ 無

□ 手続済

□ 手続中

□ 手続予定

( 年 月)

確認日： 年 月 日

部署名：

担当者名：

連絡先：



16 事業区域の土地の使用権原を有することを証する書類（土地所有者が事業者の場合を

除く。）

17 発電事業計画事前協議終了通知書の写し

18 その他市長が必要と認める書類



様式第 5号（第 7 条関係）

指令 第 号

年 月 日

様

松江市長 氏 名 印

発電設備設置許可書

年 月 日に申請のあった発電設備の設置について、松江市再生可能エネルギー発

電事業と地域との調和に関する条例第 14 条第 1 項の規定により許可します。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 設 置 場 所

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

その他（ ）

特 記 事 項



様式第 6号（第 9 条関係）

発電設備変更許可申請書

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 15 条第 1 項の規

定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 設 置 場 所

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

その他（ ）

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日



添付資料

1 変更の内容を明らかにする書類

2 同意を証する書類の写し又は同意者の一覧表

変 更 内 容

変 更 前

変 更 後

変 更 す る 理 由



様式第 7号（第 9 条関係）

指令 第 号

年 月 日

様

松江市長 氏 名 印

発電事業変更許可書

年 月 日に申請のあった内容の変更について、松江市再生可能エネルギー発電事

業と地域との調和に関する条例第 15条第 1項の規定により許可します。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 設 置 場 所

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

その他（ ）

特 記 事 項



様式第 8号（第 9 条関係）

発電設備変更届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 15 条第 3 項の規

定により、次のとおり届け出ます。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置

事 業 区 域 の 面 積 ㎡

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 設 置 場 所

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

その他（ ）

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日



添付書類 変更の内容を明らかにする書類

変 更 事 項

□ 氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び代表

者の氏名並びに主たる事業所の所在地）の変更

□ 事業区域の面積の縮小

□ 発電設備の出力の縮小

□ 工事の着手予定日又は完了予定日の変更

変 更 内 容

変 更 前

変 更 後

変 更 す る 理 由



様式第 9号（第 10 条関係）

注 この標識の大きさは、横 35 センチメートル以上、縦 25 センチメートル以上と

する。

事 業 名 称

事 業 区 域 の 位 置

及 び 面 積

発 電 設 備 の 種 別

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

事 業 者

住所又は

所 在 地

氏名又は

名 称

連 絡 先

運 転 開 始 年 月 日 年 月 日

設 置 年 月 日 年 月 日



様式第 10号（第 10 条関係）

標識設置届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 17 条第 3 項の規

定により、次のとおり届け出ます。

記

添付書類 標識を設置したことが分かる写真

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

標 識 の 設 置 年 月 日 年 月 日



様式第 11号（第 10 条関係）

標識内容変更届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 17 条第 3 項の規

定により、次のとおり届け出ます。

記

添付書類 変更後の標識を設置したことが分かる写真

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

変 更 内 容

変 更 前

変 更 後

変 更 す る 理 由



様式第 12号（第 11 条関係）

発電設備工事着手届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連作先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 18 条の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

記

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

工 事

施 工 者

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

連 絡 先



添付書類

1 配置図

2 現況写真

3 その他市長が必要と認める書類

現 場

管 理 者

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

連 絡 先



様式第 13号（第 12 条関係）

発電設備工事中止届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 19 条の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

記

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

工 事 中 止 年 月 日 年 月 日

工 事 を 中 止 す る 理 由



様式第 14号（第 12 条関係）

発電設備工事再開届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 19 条の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

記

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

工 事 再 開 年 月 日 年 月 日

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

工 事

施 工 者

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

連 絡 先



添付書類

1 配置図

2 現況写真

3 その他市長が必要と認める書類

現 場

管 理 者

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

連 絡 先



様式第 15号（第 12 条関係）

発電設備工事完了届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 19 条の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

記

添付書類

1 配置図

2 現況写真

3 その他市長が必要と認める書類

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

工 事 着 手 年 月 日 年 月 日

工 事 完 了 年 月 日 年 月 日

発電設備運転開始予定年月日 年 月 日



様式第 16号（第 13 条関係）

発電事業定期報告書

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 21 条第 1 項の規

定により、次のとおり報告します。

記

事 業 の 名 称

事 業 区 域 の 位 置 及 び 面 積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

そ の 他 （ ）

許 可 番 号 指令 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日



前年度の

発電設備

の維持管

理の状況

保 守 点 検 日 年 月 日

保 守 点 検 方 法 自主点検 ・ 外部委託

保 守 点 検 結 果

保 守 点 検

等 業 者

住 所 又 は

所 在 地

氏 名 又 は

名 称

連 絡 先

前年度の再生可能エネルギー

発 電 設 備 の 発 電 量 の 状 況
kWh

売 電 金 額

（売電収入があるときに限る。）
円

維 持 管 理 費 用

（ 前 年 度 ）
円

撤

去

・

廃

止

費

用

の

積

立

状

況

積 立 方 法

□ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に

関する特別措置法の廃棄費用の積立て制度

□ その他（ ）

毎 月 の 積 立 金 額 円/月

積 立 金 額

（ 前 年 度 ）
円

積 立 金 額

（ 累 計 ）
円

撤去・廃止費用想定額 円

積 立 開 始 時 期 年 月 日

積 立 終 了 時 期 年 月 日



現況写真



定 期 点 検 確 認 表

点検箇所 点検項目 点検結果 対応

太陽電池モ

ジュール

※太陽光発

電に限る。

表面に破損はないか 適 ／ 不適

フレームに破損や変形はないか 適 ／ 不適

焦げ跡がないか 適 ／ 不適

パワーコン

デ ィ シ ョ

ナ、ケーブ

ル、配電線

管

腐食、著しい破損がないか 適 ／ 不適

外部配線（接続ケーブル）が損傷し

ていないか
適 ／ 不適

電線管が破損していないか 適 ／ 不適

異常音や異臭は無いか 適 ／ 不適

表示部に異常表示が出ていないか 適 ／ 不適

架台、基礎

の状態

腐食、著しい破損がないか 適 ／ 不適

地盤の沈下は生じていないか 適 ／ 不適

土壌に著しい浸食は生じていない

か
適 ／ 不適

事業区域の

状態

地盤の崩壊、土砂崩れが発生してい

ないか
適 ／ 不適

パネル設置地盤の被覆の状態は良

好か（太陽光発電に限る。）
適 ／ 不適

著しい浸食は発生していないか 適 ／ 不適

パネル下に雑草等が繁茂していな

いか（太陽光発電に限る。）
適 ／ 不適

外部への土砂流出はないか 適 ／ 不適

擁壁に有害な変状が発生していな

いか、清掃をしているか（擁壁を設

置した場合に限る。）

適 ／ 不適

排水側溝は閉塞していないか 適 ／ 不適



柵塀、標識は損壊していないか 適 ／ 不適

生垣を設置している場合、生垣の生

育状況は良好か
適 ／ 不適

廃棄物は残置されていないか 適 ／ 不適

調整池を設置している場合、堆積土

砂を定期的に除去しているか
適 ／ 不適

その他特記

事項



様式第 17号（第 14 条関係）

発電事業承継届出書

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 22 条

の規定により、次のとおり届け出ます。

記

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

発 電 事 業 の 目 的
P P A ・ 自 家 消 費 ・ 売 電 ・

そ の 他 （ ）

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

承

継

者

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

第 2項

第 3項



添付書類（条例第 22 条第 2 項の届出に限る。）

1 地位の承継に関する説明会等の実施計画を明らかにする書類

2 近隣区域の範囲が分かる書類

被

承

継

者

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

連 絡 先

承 継 予 定 年 月 日 年 月 日

承 継 の 理 由



様式第 18号（第 15 条関係）

発電事業廃止届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

電話番号

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 23 条第 1 項の規

定により、次のとおり届け出ます。

記

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び名称

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

事 業 廃 止 年 月 日 年 月 日

廃 止 す る 理 由

廃 棄 物 の 処 理 方 法

発 電 事 業 廃 止 後 の

土 地 の 利 用

□ 原状回復

□ その他（ ）



様式第 19号（第 15 条関係）

発電設備撤去・廃棄完了届

年 月 日

（あて先）松江市長

事業者 住所

氏名

（法人にあっては、主たる事務所の所在地

及び名称並びに代表者の氏名）

連絡先

松江市再生可能エネルギー発電事業と地域との調和に関する条例第 23 条第 2 項の規

定により、次のとおり届け出ます。

記

添付書類 撤去完了状況がわかる写真

事 業 の 名 称

事業区域の位置及び面積

発 電 設 備 の 種 別 太陽光発電 ・ 風力発電

発 電 設 備 の 出 力 kW

許 可 番 号 第 号

許 可 年 月 日 年 月 日

撤 去 完 了 年 月 日 年 月 日

今

後

の

連

絡

先

住所又は所在地

氏 名 又 は 名 称

担 当 者

電 話 番 号



様式第 20 号（第 16 条関係）

（第 1 面）

（第 2 面）

（備考）1 この証明書は、用紙 1 枚で作成することとする。

2 法令の条項の欄に、この証明書を使用して行う立入検査等に係る法令の条項を記

載すること。

3 該当の有無の欄に、立入検査等をする職権を有する場合は「○」を、有しない場合

は「－」を記載すること。

4 記載する法令の条項の数に応じて、行を適宜追加すること。第 2 面については、そ

の全部又は一部を裏面に記載することができる。

5 裏面には、参照条文を記載することができる。

第 号

立入検査等をする職員の携帯する身分を示す証明書

職 名

氏 名

生年月日 年 月 日生

年 月 日交付

年 月 日限り有効

松江市長 印

写

真

この証明書を携帯する者は、下表に掲げる法令の条項のうち、該当の有無の欄に丸印のある法令の

条項により立入検査等をする職権を有するものです。

法 令 の 条 項 該当の有無


